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       令和××年 12 月 31 日分 財産債務調書 

財 産 債 務 を 

有 す る 者 

住     所  東京都千代田区霞が関３－１－１ 

又 は 事 業 所、 

事務所、居所など 
 

氏 名 

 

国税 ふたば 

個 人 番 号 0000 0000 0000 
電話 

番号 

（自宅・勤務先・携帯） 

 03－xxxx－xxxx   

財産債務 
の 区 分 種 類 用途 所            在 数量 （上段は有価証券等の取得価額）

財産の価額又は債務の金額 備考 

土地  一般用 
事業用 東京都千代田区○○１－１－１ １ 

250 ㎡ 

円 
 

250,000,000 円 

建物  一般用 東京都港区○○３－３－３ １ 

500 ㎡ 

 
 

110,000,000 

建物  一般用 東京都千代田区霞が関３－１－１ 
１ 

95 ㎡ 

 土地を

含む 89,000,000 

建物 減価償却資産 事業用 青色申告決算書（又は収支内訳書）のとおり  
 

 
65,000,000 

   建物計    
(264,000,000) 

現金  一般用 東京都千代田区霞が関３－１－１  
  

1,805,384 

預貯金 普通預金 事業用 東京都千代田区○２－２－２ 

○○銀行△△支店 
 

 
 

38,961,915 

預貯金 普通預金 一般用 東京都千代田区○１－２－３ 

●●銀行●●支店 口座番号 0012345 
 

 
 

 

有価証券 上場株式（B社） 一般用 東京都港区○○３－１－１ 

△△証券△△支店 
5,000株 

6,500,000 
 

6,450,000 

特定有価証券 
ストックオプション 
（○○株式会社） 

一般用 東京都港区△△１－２－１ 600 個 
  

3,000,000 

匿名組合出資 C 匿名組合 一般用 東京都港区○○１－１－１ 

株式会社 Ｂ 
100 口 

100,000,000 
 

140,000,000 
未決済デリバティ

ブ取引に係る権利 
先物取引（○○） 一般用 東京都品川区○○５－１－１ 

××証券××支店 
100 口 

30,000,000 
 

29,000,000 

貸付金  事業用 東京都目黒区○○２－１－１ 

○○ △△ 
 

 
 

3,000,000 

未収入金  事業用 東京都豊島区○○２－１－１ 

株式会社 Ｃ 
 

 
 

1,500,000 

貴金属類 ダイヤモンド 一般用 東京都千代田区霞が関３－１－１ ３個 
 

 
6,000,000 

その他の動産 家庭用動産 一般用 東京都千代田区霞が関３－１－１ 20 個 
 

 
3,000,000 

その他の動産 減価償却資産 事業用 青色申告決算書（又は収支内訳書）のとおり  
 

 
30,000,000 

その他の財産 生命保険契約 一般用 東京都品川区○○１－５－５ 

○○証券××支店 
 

 
 

10,000,000 

その他の財産 暗号資産 
（△△コイン） 一般用 東京都千代田区霞が関３－１－１ 10△△コイン 

  
8,500,000 

借入金  事業用 東京都千代田区○２－２－２ 

○○銀行△△支店 
 

 
 

20,000,000 

未払金  事業用 東京都港区○○７－８－９ 

株式会社 Ｄ 
 

 
 

1,500,000 

その他の債務 保証金 事業用 東京都台東区○○２－３－４ 

株式会社 Ｅ 
 

 
 

2,000,000 
国 外 財 産 調 書 に 記 載 し た 国 外 財 産 の 価 額 の 合 計 額 

（ う ち 国 外 転 出 特 例 対 象 財 産 の 価 額 の 合 計 額 （ 167,800,000 ） 円 ） 
608,841,944  

財産の価額の合計額 1,404,059,243 債務の金額の合計額 23,500,000 

（摘要） 
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土地 

○ 「数量」欄の上段に地所数を、下段に面積を記載してください。 

建物 

１ 「数量」欄の上段に戸数を、下段に床面積を記載してください。 

２ ２以上の財産の区分からなる財産を一括して記載する場合には、「備考」

欄に一括して記載する財産の区分等を記載してください。  

【各財産及び債務共通】 

１ それぞれの財産債務を「事業用」と「一般用」に区分し、さらに、所在の
別に区分します。 

 ※ 財産の用途が、「一般用」及び「事業用」の兼用である場合には、「用途」
欄には「一般用、事業用」と記載し、「価額」欄には、一般用部分と事業
用部分とを区分することなく算定した価額を記載してください。 

２ 所在については、それぞれの財産債務の所在地を記載してください。 
 ※ 各財産債務において記載例が示されている場合には、各財産債務の書き

方に従って記載してください。 
３ 財産の価額については、その年の 12 月 31 日における財産の「時価」又は
時価に準ずる価額として「見積価額」を記載してください。 

４ 一の財産及び債務の区分について複数の財産及び債務を記載する場合には、財
産及び債務の区分ごとに価額（小計）を括弧書きで記載してください。 

５ 「未収入金」「その他の財産」に区分される財産のうち事業用の債権で、かつ、そ
の価額が300万円未満のものについては、所在別に区分することなく、その件数及び
総額を記載することとして差し支えありません。 

６ 「借入金」「未払金」「その他の債務」に区分される債務のうち、その金額が 300
万円未満のものについては、所在別に区分することなく、その件数及び総額を記
載することとして差し支えありません。 

７ 収支内訳書（所得税法施行規則第 47 条の３）又は青色申告決算書（同規
則第 65 条第１項）の「減価償却費の計算」欄に減価償却資産として記載さ
れている財産については、その減価償却資産の価額の総額を記載することと
して差し支えありません。この場合において、国内に所在する財産と国外に
所在する財産を保有している場合は、財産の区分ごとに、国内と国外に区分
して記載してください。 

８ 国外財産調書を提出する場合には、国外財産調書に記載した国外財産の価額の合計
額及びそのうちの国外転出特例対象財産の価額の合計額を記載してください。 

預貯金 

１ 左記「各財産及び債務共通」の１に加え、預貯金の種類（当座

預金、普通預金、定期預金等）の別に区分します。 

２ 「種類」欄に預貯金の種類を記載してください。 

３ 「所在」欄は預貯金を預け入れている金融機関の所在地、名称

及び支店名を記載してください。 

※ 一口の預入高が 50 万円未満のものについては、「所在」欄又は「備考」

欄に口座番号を記載することで、預入高の記載を省略することができま

す。 

 

匿名組合契約の出資の持分 

１ 左記「各財産及び債務共通」の１に加え、匿名組合の別に区分

します。 

２ 「種類」欄は匿名組合名を記載してください。 

３ 「所在」欄は金融商品取引業者等に取引を委託している場合には、

その所在地、名称及び支店名を記載してください。 

４ 「価額」欄の上段には取得価額を記載してください。 

貸付金及び未収入金 

○ 「所在」欄は債務者の氏名又は名称及び住所又は本店若しくは

主たる事務所の所在を記載してください。 

書画骨とう及び美術工芸品 

１ 左記「各財産及び債務共通」の１に加え、書画骨とうの種類（書

画、骨とう、美術工芸品）の別に区分します。 

２ 「種類」欄に書画骨とうの種類を記載してください。 

３ 「数量」欄に点数を記載してください。 

貴金属類 

１ 左記「各財産及び債務共通」の１に加え、貴金属の種類（金、

白金、ダイヤモンド等）の別に区分します。 

２ 「種類」欄に貴金属類の種類を記載してください。 

３ 「数量」欄に点数又は重量を記載してください。 

その他の動産 

○ 右記「貴金属類」に準じて記載してください。 
※ その他の動産とは、家庭用動産（家具や什器備品、自動車などの動産（現金、書画

骨とう、美術工芸品、貴金属類を除きます。））、棚卸資産、減価償却資産をいいます。 

※ 貴金属類のうち、いわゆる装身具として用いられるものは、家庭用動産として取り

扱って差し支えありません。 その他の財産 

○ 上記「貴金属類」に準じて記載してください。 

※ その他の財産とは、どの区分にも当てはまらない財産で、例えば、委

託証拠金、民法に規定する組合契約その他これに類する契約に基づく出

資、信託受益権、暗号資産などをいいます。 

※ 価額等の記載に当たっては、裏面を参照してください。 

「財産の価額の合計額」「債務の金額の合計額」欄 

○ ２枚以上の調書を作成、提出する場合でも、「合計額」は１枚

目の調書に記載してください。 

有価証券（特定有価証券以外） 

１ 上記「各財産及び債務共通」の１に加え、有価証券の種類（株式、公社債、

投資信託、特定受益証券発行信託、貸付信託等）及び銘柄の別に区分します。 

２ 「種類」欄に有価証券の種類及び銘柄を記載してください。 

  なお、株式については、「上場株式」と「非上場株式」の別を明記してく

ださい。 

３ 「所在」欄は有価証券の保管等を委託している場合には、金融商品取引業

者等の所在地、名称及び支店名を記載してください。 

４ 「価額」欄の上段には取得価額を記載してください。 

未決済信用取引等に係る権利及び未決済デリバティブ取引に係る

権利 

１ 左記「各財産及び債務共通」の１に加え、未決済信用取引等に

係る権利及び未決済デリバティブ取引に係る権利の種類及び銘

柄の別に区分します。 

２ 「種類」欄に未決済信用取引等に係る権利及び未決済デリバテ

ィブ取引に係る権利の種類及び銘柄を記載してください。 

３ 「所在」欄は金融商品取引業者等に取引を委託している場合に

は、その所在地、名称及び支店名を記載してください。 

４ 「価額」欄の上段には取得価額を記載してください。 

借入金及び未払金 

○ 「所在」欄は債権者の氏名又は名称及び住所又は本店若しくは主たる事務

所の所在を記載してください。 

その他の債務 

１ 右記「書画骨とう及び美術工芸品」に準じて記載してください。 

２ 「所在」欄は上記「借入金及び未払金」に準じて記載してください。 
※ その他の債務とは、「借入金」「未払金」に当てはまらない債務で、例えば、前受金、

預り金、保証金、敷金などをいいます。 

現金 

○ 左記「各財産及び債務共通」の１の別に区分し、記載してくだ

さい。 

特定有価証券 

１ 上記「各財産及び債務共通」の１に加え、特定有価証券の種類（ストック

オプション等）の別に区分します。 

２ 「種類」欄に特定有価証券の種類及び発行会社を記載してください。 

３ 「所在」欄に特定有価証券の発行会社の所在地を記載してください。 
※ 「特定有価証券」とは新株予約権その他これに類する権利で株式を無償又は有利な

価額により取得することができるもののうち、その行使による所得の全部又は一部が

国内源泉所得となるものをいいます。 

 

（１）枚のうち１枚目 

「財産債務調書」の記載例 
0XXXXXXX 



 

◎ 財産の価額 

この調書に記載する財産の価額は、それぞれの財産に係る「時価」又は時価

に準ずるものとして「見積価額」によることとされています。 

なお、「時価」とは、「その年の 12 月 31 日における財産の現況に応じ、不特

定多数の当事者間で自由な取引が行われる場合に通常成立すると認められる価

額をいい、その価額は、専門家による鑑定評価額、金融商品取引所等の公表す

る同日の最終価格（同日の最終価格がない場合には、同日前の最終価格のうち

同日に最も近い日の価額）」などをいいます。 

また、「見積価額」とは、「その年の 12 月 31 日における財産の現況に応じ、

その財産の取得価額や売買実例価額などを基に、合理的な方法により算定した

価額」をいいます。 

※ この調書に記載する財産が、①事業所得の金額の基礎となった棚卸資産で

ある場合には「棚卸資産の評価額」を、②減価償却資産である場合には、そ

の財産の「償却後の価額」を見積価額として記載してください。 

◎ 財産の見積価額の例示 

この調書に記載する財産の「見積価額」については、その財産の区分に応じ

て、例えば、次のような方法により算定しても差し支えありません。 

１ 土地 

⑴ その年の 12 月 31 日が属する年中に課された固定資産税の計算の基とな

る固定資産税評価額（地方税法第 381 条(固定資産課税台帳の登録事項)の

規定により登録された基準年度の価格又は比準価格をいいます。なお、そ

の財産に対して、外国又は外国の地方公共団体の定める法令により固定資

産税に相当する租税が課される場合には、その年の 12 月 31 日が属する年

中に課された当該租税の計算の基となる課税標準額とします。）。 

⑵ 取得価額を基にその取得後における価額の変動を合理的な方法によって

見積もって算出した価額。 

⑶ その年の翌年１月１日から財産債務調書の提出期限までにその財産を譲

渡した場合における譲渡価額。 

２ 建物  

⑴ 上記１「土地」の⑴から⑶のいずれかの価額。 

⑵ 業務の用に供する資産以外のものである場合は、取得価額から、その年

の 12 月 31 日における経過年数に応ずる償却費の額（※）を控除した金額。 

※ 「経過年数に応ずる償却費の額」は、その財産の取得又は建築の時か

らその年の 12 月 31 日までの期間（その期間に１年未満の端数があると

きは、その端数は１年とします。）の償却費の額の合計額。 

また、償却方法は、定額法によるものとし、耐用年数は、減価償却資

産の耐用年数等に関する省令に規定する耐用年数によります。 

３ 山林  

上記１「土地」の⑴から⑶のいずれかの価額。 

４ 預貯金 

その年の 12 月 31 日における預入高。 

５ 有価証券 

金融商品取引所等に上場等されている有価証券以外の有価証券については、

次の価額。 

⑴ その年の 12 月 31 日における売買実例価額（同日における売買実例価額

がない場合には、同日前の同日に最も近い日におけるその年中の売買実例

価額）のうち、適正と認められる売買実例価額。 

⑵ ⑴がない場合には、その年の翌年１月１日から財産債務調書の提出期限

までにその財産を譲渡した場合における譲渡価額。 

⑶ ⑴及び⑵がない場合には、次の価額。 

イ 株式については、当該株式の発行法人のその年の 12 月 31 日又は同日

前の同日に最も近い日において終了した事業年度における決算書等に基

づき、その法人の純資産価額（帳簿価額によって計算した金額）に自己

の持株割合を乗じて計算するなど合理的に算出した価額。 

ロ 新株予約権については、次の算式で計算した金額。 

（「新株予約権の対象となる株式の時価又は見積価額（※）」－「１株

当たりの権利行使価額」）×「権利行使により取得することができる株式

数」 

※ 「株式の見積価額」については、上記⑴、⑵又は⑶イの取扱いに準 

じて計算した金額とすることができます。 

 

 

⑷ ⑴、⑵及び⑶がない場合には、取得価額。 

６ 匿名組合契約の出資の持分 

⑴ 組合事業に係るその年の12月31日又は同日前の同日に最も近い日におい

て終了した計算期間の計算書等に基づき、その組合の純資産価額（帳簿価額

によって計算した金額）又は利益の額に自己の出資割合を乗じて計算するな

ど合理的に算出した価額。 

⑵ ⑴がない場合には、出資額。 

７ 未決済信用取引等に係る権利 

金融商品取引所等において公表された当該信用取引等に係る有価証券のそ

の年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公表された同日における当該価格がな

い場合には、公表された同日における最終の気配相場の価格とし、公表された

同日における当該価格及び当該気配相場の価格のいずれもない場合には、最終

の売買の価格又は最終の気配相場の価格が公表された日でその年の 12 月 31

日前の同日に最も近い日におけるその最終の売買の価格又は最終の気配相場

の価格とします。）に基づき、同日において当該信用取引等を決済したものと

みなして算出した利益の額又は損失の額に相当する金額。 

８ 未決済デリバティブ取引に係る権利 

⑴ 金融商品取引所等に上場等されているデリバティブ取引 

取引所において公表されたその年の 12 月 31 日の最終の売買の価格（公表

された同日における当該価格がない場合には、公表された同日における最終

の気配相場の価格とし、公表された同日における当該価格及び当該気配相場

の価格のいずれもない場合には、最終の売買の価格又は最終の気配相場の価

格が公表された日でその年の12月31日前の同日に最も近い日におけるその

最終の売買の価格又は最終の気配相場の価格とします。）に基づき、同日に

おいて当該デリバティブ取引を決済したものとみなして算出した利益の額

又は損失の額に相当する金額（以下⑵において「みなし決済損益額」といい

ます。）。 

⑵ 上記⑴以外のデリバティブ取引 

イ 銀行、証券会社等から入手した価額（当該デリバティブ取引の見積将来

キャッシュ･フローを現在価値に割り引く方法、オプション価格モデルを

用いて算定する方法その他合理的な方法に基づいて算定されたこれらの

者の提示価額に限ります（以下イにおいて同じです。）。）に基づき算出し

たみなし決済損益額（その年の 12 月 31 日における価額がこれらの者から

入手できない場合には、これらの者から入手したその年の 12 月 31 日前の

同日に最も近い日における価額に基づき算出したみなし決済損益額。）。 

ロ 上記イにより計算ができない場合には、備忘価額として１円。 

９ 貸付金 

その年の 12 月 31 日における貸付金の元本の額。 

10 未収入金 

その年の 12 月 31 日における未収入金の元本の額。 

11 書画骨とう及び美術工芸品並びに貴金属類 

 ⑴ その年の 12 月 31 日における売買実例価額（同日における売買実例価額が

ない場合には、同日前の同日に最も近い日におけるその年中の売買実例価額）

のうち、適正と認められる売買実例価額。 

 ⑵ ⑴がない場合には、その年の翌年１月１日から財産債務調書の提出期限ま

でにその財産を譲渡した場合における譲渡価額。 

 ⑶ ⑴及び⑵がない場合には、取得価額。 

12 その他の動産 

その他の動産（家庭用動産（家具や什器備品、装身具、自動車、船舶、航空

機などの動産（現金、書画骨とう、美術工芸品、貴金属類を除きます。））を含

みます。）で、業務の用に供する資産以外の資産である場合は、上記２「建物」

の⑵の取扱いに準じて計算した価額。 

なお、その財産が家庭用動産で、その取得価額が 300 万円未満のものである

場合には、その年の 12 月 31 日における見積価額が 10 万円未満のものである

として取り扱い、財産債務調書に記載しないこととして差し支えありません。 

13 その他の財産  

上記１から 12 に当てはまらない財産、例えば、保険の契約に関する権利、 

民法に規定する組合契約その他これに類する契約に基づく出資、信託受益権に

ついては、次により計算した価額。 

⑴ 保険の契約に関する権利については、その年の 12 月 31 日にその保険の 

 

 

契約を解約することとした場合に支払われることとなる解約返戻金の額。 

  ただし、その年中の 12 月 31 日前の日において解約することとした場合

に支払われることとなる解約返戻金の額をその保険の契約をした保険会社

等から入手している場合には、当該額によることとして差し支えありませ

ん。 

⑵ 株式を無償又は有利な価額で取得することができる権利（有価証券に該

当するものを除きます。）については、上記５「有価証券」の取扱いに準じ

て計算した価額。 

⑶ 民法に規定する組合契約その他これに類する契約に基づく出資について

は、上記６「匿名組合契約の出資の持分」の取扱いに準じて計算した価額。 

⑷ 信託受益権については、次に掲げる区分に応じて、それぞれ次によりま

す。 

イ 元本と収益との受益者が同一人である場合････信託財産の見積価額。 

ロ 元本と収益との受益者が元本及び収益の一部を受ける場合････｢上記

イの価額｣×｢受益割合｣ 

ハ 元本の受益者と収益の受益者とが異なる場合 

(ｲ) 元本を受益する場合････｢上記イの価額｣－「(ﾛ)により算定した価額」  

(ﾛ) 収益を受益する場合････受益者が将来受けると見込まれる利益の額

の複利現価の額の合計額又は「その年の 12 月 31 日が属する年中に給

付を受けた利益の額｣×｢信託契約の残存年数｣ 

⑸ 暗号資産については、時価による算定が困難な場合、次の価額。 

イ その年の 12 月 31 日における売買実例価額（その年の 12 月 31 日にお

ける売買実例価額がない場合には、その年の 12 月 31 日前の同日に最も

近い日におけるその年中の売買実例価額）のうち、適正と認められる売

買実例価額。 

ロ イによる価額がない場合には、その年の翌年１月１日から財産債務調

書の提出期限までにその暗号資産を譲渡した場合における譲渡価額。 

ハ イ及びロがない場合には、取得価額。 

⑹ 上記⑴から⑸以外の財産 

その財産の取得価額を基にその取得後における価額の変動を合理的な方

法によって見積もって算定した価額。 

◎ 有価証券等の取得価額の例示 

この調書に記載する有価証券（特定有価証券に該当するものを除きます。）、

匿名組合契約の出資の持分、未決済信用取引等に係る権利及び未決済デリバテ

ィブ取引に係る権利の「取得価額」については、その財産の区分に応じて、例

えば、次のような方法により算定しても差し支えありません。 

１ 有価証券及び匿名組合契約の出資の持分 

⑴ 金銭の払込み又は購入により取得した場合には、当該財産を取得したと

きに支払った金銭の額又は購入の対価のほか、購入手数料など当該財産を

取得するために要した費用を含めた価額。 

⑵ 相続（限定承認を除きます。）、遺贈（限定承認を除きます。）又は贈与に

より取得した場合には、被相続人、遺贈者又は贈与者の取得価額を引き継

いだ価額。 

⑶ ⑴及び⑵により算出することが困難である場合には、次の価額。 

イ 当該財産に額面金額がある場合には、その額面金額。 

ロ その年の 12 月 31 日における当該財産の価額の 100 分の５に相当する

価額。 

２ 未決済信用取引等に係る権利及び未決済デリバティブ取引に係る権利 

当該財産のその年の 12 月 31 日における価額をみなし決済損益額より算出

した価額により記載する場合にはゼロ。 

◎ 債務の金額 

債務の金額は、その年の 12 月 31 日における債務の現況に応じ、確実と認め

られる範囲の金額をいいます。 

例えば、借入金及び未払金については、その年の 12 月 31 日における元本の

額を記載することになります。 
 

財産の価額及び債務の金額の算定方法等 


